
 

議案第５８号  

 

 

 

川越市教育委員会事務局組織規則の一

部を改正する規則を定めることについ

て  

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課）  
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議案第５８号 

   川越市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則を定めるこ

とについて 

 

１ 制定改廃の必要性（趣旨又は目的） 

  令和８年４月１日付人事発令により、副教育長の職が設置されること

に伴い必要な規定の整備を行うものです。 

 

２ 制定改廃の概要 

  新たに副教育長の職を設置することに伴う規定の整備をしようとする

ものです。 

 

３ 効果 

  適正な事務の執行を図ることができます。 

 

４ 施行日について 

  この規則は、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 
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川越市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則を定めるこ

とについて 

 川越市教育委員会事務局組織規則（平成１９年教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

 第５条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同

条中第２項を第３項とし、第１項を第２項とし、同条に第１項として次の

１項を加える。 

  事務局に、教育長を補佐し、並びに教育長の命を受け、事務局の事務

を統括し、及び事務局の職員を指揮監督するため、副教育長を置く。 

   附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 川越市教育委員会職員の職名に関する規則（平成９年教育委員会規則

第４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表事務職員の項中「部長 理事」を「副教育長 部長 理事」

に改める。 

３ 川越市教育委員会教育長職務代理者の事務を委任する規則（平成２７

年教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「おいて 、」 の次に「副教育長又は」を加える。 

 第３条中「部長の」を「者の」に改め、同条各号を削り、同条に次の

表を加える。 

 第１順位 副教育長 

 第２順位 学校教育部長 

 第３順位 教育総務部長 
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議案第５８号 
川越市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則新旧対照  

改           正           案 現                      行 

 （職制） 
第５条 事務局に、教育長を補佐し、並びに教育長の命を受け、事務局の事務を

統括し、及び事務局の職員を指揮監督するため、副教育長を置く。 
２ 略 
３ 略 
４ 前３項に定めるもののほか、事務局に、特命事項について調査、提言等に関

する事務を掌理するため、理事を置くことができる。 
５ 前各項に規定する職は、事務職員及び技術職員の内から、教育委員会が任命

する。 
   附 則 
１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 
２ 川越市教育委員会職員の職名に関する規則（平成９年教育委員会規則第４号）

の一部を次のように改正する。 
 第２条の表事務職員の項中「部長 理事」を「副教育長 部長 理事」に改め 
る。 
３ 川越市教育委員会教育長職務代理者の事務を委任する規則（平成２７年教育

委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。 
 第２条中「おいて、」の次に「副教育長又は」を加える。 
 第３条中「部長の」を「者の」に改め、同条各号を削り、同条に次の表を加え 
る。 
 第１順位 副教育長 
 第２順位 学校教育部長 
 第３順位 教育総務部長 

 （職制） 
第５条  
 
１ 略 
２ 略 
３ 前２項に定めるもののほか、事務局に、特命事項について調査、提言等に関

する事務を掌理するため、理事を置くことができる。 
４ 前３項に規定する職は、事務職員及び技術職員の内から、教育委員会が任命

する。 
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議案第５９号  

 

 

 

川越市教育委員会部局職員の定数の配

分に関する規則の一部を改正する規則

を定めることについて  

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課）  
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議案第５９号 

   川越市教育委員会部局職員の定数の配分に関する規則の一部を改正

する規則を定めることについて 

 

１ 制定改廃の必要性（趣旨又は目的） 

  令和８年４月１日付人事発令により、教育委員会部局職員の定数の配

分が変更となることに伴い必要な規定の整備を行うものです。 

 

２ 制定改廃の概要 

  事務局の職員及び学校以外の教育機関の職員の定数並びに学校の職員

の職員の定数を変更しようとするものです。 

 

３ 効果 

  適正な事務の執行を図ることができます。 

 

４ 施行日について 

  この規則は、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 
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   川越市教育委員会部局職員の定数の配分に関する規則の一部を改正

する規則 

 川越市教育委員会部局職員の定数の配分に関する規則（昭和４４年教育

委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。 

 別表事務局の職員及び学校以外の教育機関の職員の項中「３２３」を「３

２９」に改め、同表学校の職員の項中「６５」を「５９」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第５９号 

 
 
 

川越市教育委員会部局職員の定数の配分に関する規則の一部を改正する規則新旧対照  

改           正           案 現                      行 

別表(第２条関係) 

   名称 区分 定数 

事務局の職員及び学校以外の教育

機関の職員 

職員 ３２９

学校の職員 教員 略 

職員 ５９

合計 略 
 

別表(第２条関係) 

   名称 区分 定数 

事務局の職員及び学校以外の教育

機関の職員 

職員 ３２３ 

学校の職員 教員 略 

職員 ６５ 

合計 略 
 



 

議案第６０号  

 

 

 

川越市教育委員会事務局処務規程等の

一部を改正する規程を定めることにつ

いて  

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課）  
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議案第６０号 

   川越市教育委員会事務局処務規程等の一部を改正する規程を定める

ことについて 

 

１ 制定改廃の必要性（趣旨又は目的） 

  令和８年４月１日付人事発令により、副教育長の職が設置されること

及び市長部局における休暇等の専決権者の見直しがされることに伴い必

要な規定の整備を行うものです。 

 

２ 制定改廃の概要 

  新たに副教育長の職を設置すること及び休暇等の専決権者の見直しに

伴い、次に掲げる規程の一部を改正しようとするものです。 

 ⑴ 川越市教育委員会事務局処務規程 

 ⑵ 川越市公民館処務規程 

 ⑶ 川越市立図書館処務規程 

 ⑷ 川越市立学校給食センター処務規程 

 

３ 効果 

  適正な事務の執行を図ること及び職員のマネジメントを効率的に行う

ことができます。 

 

４ 施行日について 

  この規程は、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 
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   川越市教育委員会事務局処務規程等の一部を改正する規程 

 （川越市教育委員会事務局処務規程の一部改正） 

第１条 川越市教育委員会事務局処務規程（平成元年教育委員会規程第２

号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項の表以外の部分中「部長」を「副教育長、部長」に改め、 

同条の表部長共通専決事項の項第１１号中「川越市職員の勤務時間、休 

日及び休暇に関する条例（平成７年条例第１７号。以下「条例」という。）」 

を「条例」に、「部分休業（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第１９条第１項の規定により同条第２項第２号 

に掲げる範囲内で請求するものに限る。以下「第２号部分休業」という。）」 

を「第２号部分休業」に改め、同項の前に次のように加える。 

副教育長専決事項 

  ⑴ 自らに係る３日以内の旅行命令に関すること。 

   ⑵ 自らに係る年次有給休暇、特別休暇（川越市職員の勤務時間、 

休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第１７号。以下「条例」 

という。）第１４条第２項第８号及び第１１号に規定するものに

限る。）及び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法

律第１１０号）第１９条第１項の規定により同条第２項第２号に

掲げる範囲内で請求する部分休業（以下「第２号部分休業」とい

う。）に関すること。 

   ⑶ 自らに係る職務専念義務の免除に関すること。 

第３条第１項の表課長共通専決事項の項第７号中「副課長共通専決事

項の部（１）の項に規定する職員及び学童保育室の職員（会計年度任用

職員を含む。以下同じ。）を除く」を「学童保育室の職員及び会計年度

任用職員を除く。以下同じ」に改め、同項第８号及び第９号中「（調整

幹及び学童保育室の職員を除く。）」を削り、同項第１０号中「副課長

共通専決事項の部（２）の項に規定する職員及び学童保育室の職員」を

「学童保育室の職員及び会計年度任用職員」に改め、同項第１１号中「
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（調整幹及び学童保育室の職員を除く。）」を削り、同表教育財務課副

参事専決事項の項第１号中「職員」の次に「（会計年度任用職員を除く

。以下同じ。）」を加え、同表副課長専決事項の項第１号中「並びに臨

時的任用職員及び任期付職員（これらの職員のうち副課長以上の職に相 

当する職にあるもの及び学童保育室の職員を除く。次号において同じ。）」 

を削り、同項第２号中「並びに臨時的任用職員及び任期付職員」を削り、 

同項に次の１号を加える。 

  ⑶ 会計年度任用職員の通院等病気休暇、特別休暇（川越市会計年度

任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第

１３号）第１５条第２項第３号を除く。）、第２号部分休業及び職

務専念義務の免除に関すること。 

 第４条中「部長」を「副教育長、部長」に改める。 

  第８条第１号中「主務の部長」を「副教育長」に改め、同条第３号中

「、副課長」を「、主務の副課長」に改め、同号を同条第４号とし、同

条第２号を同条第３号とし、同条第１号の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 副教育長が不在のときは、主務の部長 

（川越市公民館処務規程の一部改正） 

第２条 川越市公民館処務規程（昭和４５年教育委員会規程第１号）の一

部を次のように改正する。 

  第４条第１項の表館長共通専決事項の項第３号中「次項第１号の職員

を除く」を「会計年度任用職員を除く。以下この項において同じ」に改 

め、同項第５号中「（中央公民館長にあつては次項第２号の職員を除く。）」 

を削除し、同項第６号中「ものに限る。」の次に「。以下「通院等病気休

暇」という」を加え、同項第７号中「第１４条第２項第３号」の次に「又

は川越市会計年度任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和

元年条例第１３号）第１５条第２項第３号」を、「休暇を除く」の次に「。

次項において同じ」を、「ものに限る」の次に「。以下「第２号部分休

業」という」を加え、同条第２項第１号及び第２号中「、臨時的任用職員
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及び任期付職員」を削り、同項に次の２号を加える。 

  ⑶ 会計年度任用職員の通院等病気休暇に関すること。 

  ⑷ 会計年度任用職員の特別休暇、第２号部分休業及び職務専念義務

の免除に関すること。 

 （川越市立図書館処務規程の一部改正） 

第３条 川越市立図書館処務規程（昭和５９年教育委員会規程第２号）の

一部を次のように改正する。 

  第４条第３項第５号中「第１４条第２項第３号」の次に「又は川越市

会計年度任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条

例第１３号）第１５条第２項第３号」を加える。 

 （川越市立学校給食センター処務規程の一部改正） 

第４条 川越市立学校給食センター処務規程（平成１４年教育委員会規程

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第５号中「第１４条第２項第３号」の次に「又は川越市会計年

度任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１

３号）第１５条第２項第３号」を加える。 

   附 則 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第６０号 
川越市教育委員会事務局処務規程等の一部を改正する規程新旧対照  

改           正           案 現                      行 

 
 

 （専決） 
第３条 副教育長、部長、課長、副参事及び副課長（これに相当する職にある者

を含む。以下同じ。）は、次に掲げる事項を専決することができる。 
副教育長専決事項 

⑴ 自らに係る３日以内の旅行命令に関すること。 
⑵ 自らに係る年次有給休暇、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び 
 休暇に関する条例（平成７年条例第１７号。以下「条例」という。）第１ 

４条第２項第８号及び第１１号に規定するものに限る。）及び地方公務員 
の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１項の 
規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する部分休業（以下「 
第２号部分休業」という。）に関すること。 

⑶ 自らに係る職務専念義務の免除に関すること。 
部長共通専決事項 
 ⑴～⑽ 略 

⑾ 部長等の年次有給休暇、特別休暇（条例 職員の勤務時間、休日及び休 
                               第１４ 

条第２項第８号及び第１１号に規定するものに限る。）及び第２号部分休 
業                                 
                                  
                  に関すること。 

 
 
 （専決） 
第３条 部長     、課長、副参事及び副課長（これに相当する職にある者

を含む。以下同じ。）は、次に掲げる事項を専決することができる。 
副教育長専決事項 

⑴ 副教育長の３日以内の旅行命令に関すること。 
⑵ 副教育長の年次有給休暇、特別休暇(川越市職員の勤務時間、休日及び休 

暇に関する条例(平成７年条例第１７号。以下「条例」という。)第１４条第 
２項第８号及び第１１号に規定するものに限る。)及び部分休業(地方公務員 
の育児休業等に関する法律(平成３年法律第１１０号)第１９条第１項の規定 
により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限る。以下「第 
２号部分休業」という。)に関すること。 

⑶) 副教育長の職務専念義務の免除に関すること。 
部長共通専決事項 
 ⑴～⑽ 略 

⑾ 部長等の年次有給休暇、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休 
 暇に関する条例（平成７年条例第１７号。以下「条例」という。）第１４ 

条第２項第８号及び第１１号に規定するものに限る。）及び部分休業（地 
方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条 
第１項の規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限 
る。以下「第２号部分休業」という。）に関すること。 
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 ⑿～⒂ 略 
教育総務部長及び学校教育部長専決事項 略 
課長共通専決事項 
 ⑴～⑹ 略 
 ⑺ 副参事及び副課長以下の職員（調整幹並びに学童保育室の職員及び会計  

年度任用職員を除く。以下同じ項の部⑴の項に規定する職員及び学童保育 
室の職員（   。）の年次有給休暇に関すること。 

⑻ 副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を除く。）の病気休暇 
（通院等病気休暇に限る。）に関すること。 

⑼ 副参事の特別休暇（条例第１４条第２項第８号及び第１１号に規定する  
ものに限る。）並びに副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を 
除く。）の特別休暇（条例第１４条第２項第３号に規定するものを除く。） 
及び第２号部分休業に関すること。 

⑽ 副主幹以下の職員（調整幹並びに学童保育室の職員及び会計年度任用職 
員定する職員及び学童保育室の職員を除く。）の時間外、休日及び夜間の 
勤務命令に関すること。 

⑾ 副参事及び副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を除く。） 
の職務専念義務の免除に関すること。 

⑿～⒂ 略 
教育総務課長専決事項～学校給食課長専決事項 略 
教育財務課副参事専決事項 
⑴ 学童保育室の職員（会計年度任用職員を除く。以下同じ。）の年次有給 
休暇に関すること。 

⑵～⑸ 略 
 副課長共通専決事項 

⑴ 会計年度任用職員 に臨時的任用職員及び任期付職員（これらの職員の 

⑿～⒂ 略 
教育総務部長及び学校教育部長専決事項 略 
課長共通専決事項 
 ⑴～⑹ 略 
⑺ 副参事及び副課長以下の職員（調整幹並びに副課長共通専決事項の部（１） 
の項に規定する職員及び学童保育室の職員（会計年度任用職員を含む。以 
下同じ。）を除く。）の年次有給休暇に関すること。 

⑻ 副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を除く。）の病気休暇 
（通院等病気休暇に限る。）に関すること。 

⑼ 副参事の特別休暇（条例第１４条第２項第８号及び第１１号に規定する 
ものに限る。）並びに副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を 
除く。）の特別休暇（条例第１４条第２項第３号に規定するものを除く。） 
及び第２号部分休業に関すること。 

⑽ 副主幹以下の職員（調整幹並びに副課長共通専決事項の部（２）の項に 
規定する職員及び学童保育室の職員を除く。）の時間外、休日及び夜間の 
勤務命令に関すること。 

⑾ 副参事及び副課長以下の職員（調整幹及び学童保育室の職員を除く。） 
の職務専念義務の免除に関すること。 

⑿～⒂ 略 
教育総務課長専決事項～学校給食課長専決事項 略 
教育財務課副参事専決事項 
⑴ 学童保育室の職員（会計年度任用職員    を除 く。）の年次有給 
休暇に関すること。 

⑵～⑸ 略 
 副課長共通専決事項 

⑴ 会計年度任用職員並びに臨時的任用職員及び任期付職員（これらの職員 
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うち副課長以上の職に相当する職にあるもの及び学童保育室の職員を除く 
          の年次有給休暇に関すること。 

⑵ 会計年度任用職員並びに臨時的任用職員及び任期付職員の時間外、休日 
及び夜間の勤務命令に関すること。 

  ⑶ 会計年度任用職員の通院等病気休暇、特別休暇（川越市会計年度任用職 
員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１３号）第１ 
５条第２項第３号を除く。）、第２号部分休業及び職務専念義務の免除に 
関すること。 

２及び３ 略 
 (類推による専決) 
第４条 副教育長、部長、課長及び副参事は、この規程において専決事項として

定められていない事項であっても、事案の内容により専決することが適当であ

ると認められるものは、この規程に準じ専決することができる。 
 （代決） 
第８条 決裁者が不在で緊急を要するときは、次の各号に掲げる者がその事務を

代決することができる。 
⑴ 教育長が不在のときは、副教育長  
⑵ 副教育長が不在のときは、主務の部長 
⑶ 略 
⑷ 主管課長が不在のときは、主務の副課長。副課長を置かない課にあっては 

主務の主幹、副主幹又は主査 
２ 略 
 
 
 （専決） 
第４条 館長は、次に掲げる事項を専決することができる。 

のうち副課長以上の職に相当する職にあるもの及び学童保育室の職員を除く。 
次号において同じ。）の年次有給休暇に関すること。 

⑵ 会計年度任用職員並びに臨時的任用職員及び任期付職員の時間外、休日 
及び夜間の勤務命令に関すること。 

 
 
 
 

２及び３ 略 
 (類推による専決) 
第４条 部長     、課長及び副参事は、この規程において専決事項として

定められていない事項であっても、事案の内容により専決することが適当であ

ると認められるものは、この規程に準じ専決することができる。 
 （代決） 
第８条 決裁者が不在で緊急を要するときは、次の各号に掲げる者がその事務を

代決することができる。 
⑴ 教育長が不在のときは、主務の部長 
 
⑵ 略 
⑶ 主管課長が不在のときは、副課長   。副課長を置かない課にあっては 

主務の主幹、副主幹又は主査 
２ 略 
 
 
 （専決） 
第４条 館長は、次に掲げる事項を専決することができる。 
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館長共通専決事項 
⑴及び⑵ 略 
⑶ 所属職員（中央公民館長にあつては会計年度任用職員を除く。以下この 
項において同じ。）の時間外、休日及び夜間の勤務命令に関すること。 

⑷ 略 
⑸ 所属職員（中央公民館長にあつては次項第２号の職員を除く。）の年次 
有給休暇に関すること。 

⑹ 所属職員の病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要しないもの及び病 
気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するものに限る。以下 
「通院等病気休暇」という。）に関すること。 

⑺ 所属職員の特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条  
例（平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号又は川越市会計年度任 
用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１３号） 
第１５条第２項第３号に規定する休暇を除く。次項において同じ。）、部 
分休業（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号） 
第１９条第１項の規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する 
ものに限る。以下「第２号部分休業」という。）及び職務専念義務の免除 
に関すること。 

⑻ 略 
 中央公民館長専決事項 略 
２ 中央公民館副館長は、次に掲げる事項を専決することができる。 

⑴ 会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付職員の時間外、休日及び夜 
間の勤務命令に関すること。 

⑵ 会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付職員の年次有給休暇に関す 
ること。 

⑶ 会計年度任用職員の通院等病気休暇に関すること。 

館長共通専決事項 
⑴及び⑵ 略 
⑶ 所属職員（中央公民館長にあつては次項第１号の職員を除く 以下この 

項において同。。）の時間外、休日及び夜間の勤務命令に関すること。 
  ⑷ 略 
  ⑸ 所属職員（中央公民館長にあつては次項第２号の職員を除く。）の年次 

有給休暇に関すること。 
⑹ 所属職員の病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要しないもの及び病 

気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するものに限る以下「 
通院等 病気休暇」という。）に関すること。 

⑺ 所属職員の特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条 
例（平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号及び川越市会計年度任 
用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１３号） 
第１５条第２項第３号に規定する休暇を除く次 項において同じ。）、部 
分休業（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号） 
第１９条第１項の規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する 
ものに限る以 下「第２号部分休業」という。）及び職務専念義務の免除 
に関すること。 

⑻ 略 
 中央公民館長専決事項 略 
２ 中央公民館副館長は、次に掲げる事項を専決することができる。 

⑴ 会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付職員の時間外、休日及び夜

間の勤務命令に関すること。 
⑵ 会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付職員の年次有給休暇に関す

ること。 
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⑷ 会計年度任用職員の特別休暇、第２号部分休業及び職務専念義務の免除に 
関すること。 

 
 
(専決) 
第４条 １及び２ 略 
３ 川越市立図書館長（川越市立中央図書館長を除く。）は次に掲げる事項を専

決することができる。 
⑴～⑷  
⑸ 所属職員の年次有給休暇、病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要しな

いもの及び病気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するものに

限る。）、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（

平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号又は川越市会計年度任用職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１３号）第１５条

第２項第３号に規定する休暇を除く。）、部分休業（地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１項の規定により同

条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限る。）及び職務専念義務

の免除に関すること。 
⑹ 略 
 
 

(専決) 
第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。 
 ⑴～⑷ 略 
 ⑸ 所属職員の年次有給休暇、病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要し

ないもの及び病気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するも

 
 

 
 
(専決) 
第４条 １及び２ 略 
３ 川越市立図書館長（川越市立中央図書館長を除く。）は次に掲げる事項を専

決することができる。 
⑴～⑷  
⑸ 所属職員の年次有給休暇、病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要しな

いもの及び病気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するものに

限る。）、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（

平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号又は川 越市会計年度任用職

員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条第１３号）第１５条

第２項 第３に規定する休暇を除く。）、部分休業（地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１項の規定により同

条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限る。）及び職務専念義務

の免除に関すること。 
⑹ 略 
 
 
(専決) 
第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。 
 ⑴～⑷ 略 
 ⑸ 所属職員の年次有給休暇、病気休暇（病気休暇届に診断書の添付を要し

ないもの及び病気休暇届に添付する診断書の内容に応じて通院を要するも
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のに限る。）、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号又は川越市会計年度

任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（令和元年条例第１３号

）第１５条第２項第３号に規定する休暇を除く。）、部分休業(地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１項の

規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限る。）及

び職務専念義務の免除に関すること。 
 ⑹及び⑺ 略 

のに限る。）、特別休暇（川越市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成７年条例第１７号）第１４条第２項第３号          
                                     

           に規定する休暇を除く。）、部分休業(地方公務員 
の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１項の 
規定により同条第２項第２号に掲げる範囲内で請求するものに限る。）及 
び職務専念義務の免除に関すること。 

 ⑹及び⑺ 略 



 

議案第６１号  

 

 

 

川越市教育委員会職員人事について  

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課）  
 
 
 

（非公開）



 

議案第６２号  

 

 

 

川越市学校施設使用規則の一部を改正

する規則を定めることについて  

 

 

 

 

 

 

（地域教育支援課）  
 
 
 



1 

議案第６２号 

   川越市学校施設使用規則の一部を改正する規則を定めることについ

て 

 

１ 制定改廃の必要性（趣旨又は目的） 

  学校体育施設開放事業の運用の見直しを行うため、川越市学校施設使

用規則の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 制定改廃の概要 

開放学校施設の管理及び利用に関する見直しを行おうとするものです。 

 

３ 効果 

  事業の効率的かつ適正な運用を図ることができます。 

 

４ 施行日について 

  この規則は、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 



 

2 

   川越市学校施設使用規則の一部を改正する規則 

川越市学校施設使用規則（平成１４年教育委員会規則第８号）の一部を

次のように改正する。 

第１０条第２項中「地域団体の代表者、利用団体の代表者、スポーツ推

進委員、学校関係者」を「開放学校施設を利用しようとする団体（第１３

条第１項及び第２項において「利用団体」という。）の代表者」に改め、同

条第３項中「は、」の次に「開放学校施設の使用について当該学校と十分に

協議を行うとともに、管理責任者の指示を受け、」を加え、同項を同条第４

項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、運営委員会の円滑かつ効果的な運営を図る

ため、必要と認められる場合は、地域の実情に応じて、地域団体の代表者、

スポーツ推進委員、学校関係者等を構成員とすることができる。 

第１１条第１項中「開放校」を「運営委員会」に改め、「置く」の次に「こ

とができる」を加え、同条第２項を削り、同条第３項中「教育長」を「管

理責任者」に改め、同項を同条第２項とする。 

第１２条を次のように改める。 

（開放学校施設の利用者） 

第１２条 開放学校施設を利用できる者は、当該開放学校施設をスポーツ 

又はレクリエーションの場として利用することを目的とし、その過半数

が、市内に在住し、在勤し、又は在学する者により構成され、かつ、当

該団体に監督者としての成人が含まれた団体で次条に規定する教育長の

登録を受けたものに所属している者とする。 

２ 団体の代表者は、会場責任者として次に掲げる業務を行わなければな

らない。 

⑴ 開放学校施設を利用する者の安全確保 

⑵ 開放学校施設の点検、操作及び施錠 

⑶ その他管理責任者の指示する業務 

第１３条を次のように改める。 
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（開放学校施設の利用手続） 

第１３条 利用団体は、所定の申請方法により教育長の登録を受けなけれ

ばならない。 

２ 利用団体は、開放学校施設を利用しようとするときは、運営委員会を

経由して利用の調整を行い、あらかじめ開放学校施設利用許可申請書（様

式第３号）により教育長の許可を受けなければならない。 

３ 教育長は、前項の許可をする場合には、開放学校施設利用許可書（様

式第４号）を運営委員会を経由して交付するものとする。この場合にお

いて、教育長は開放学校施設の利用について条件を付することができる。 

第１４条「開放学校施設の」の次に「利用登録（第１３条第１項に規定

する登録。以下この条において同じ。）及び」を加え、同条第１号中「利用

目的」を「利用登録の申請内容」に改め、同条第３号中「管理指導員」を

「管理責任者」に改める。 

第１５条第１項中「又は管理指導員」を削り、同条第２項中「故意又は

重大な過失により」を削る。 

様式第３号及び様式第４号を次のように改める。 
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6 

様式第５号及び様式第６号を削る。 

附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

7 

議
案

第
６
２

号
 

 
 

 
川
越

市
学
校

施
設
使
用

規
則

の
一

部
を
改

正
す
る
規

則
新

旧
対

照
 

 

改
 
 
 

 
 

正
 

 
 

 
 

案
 

現
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

行
 

（
運

営
委

員
会
の

設
置
）

 

第
１
０

条
 

開
放

校
に

開
放

学
校

施
設

運
営

委
員

会
(
以

下
「

運
営
委

員
会

」
と

い
う

。
)

を
置

く
。

 

２
 
運

営
委

員
会

は
、

開
放
学

校
施
設

を
利

用
し

よ
う

と
す
る

団
体
（

第
１

３
条

第
１
項

及
び
第

２
項

に
お

い
て

「
利

用
団

体
」

と
い

う
。
）

の
代

表
者

に
よ

り
構

成
す

る
も
の

と
す

る
。

 

３
 
前

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
運

営
委

員
会

の
円

滑
か
つ

効
果

的
な

運
営

を
図

る
た

め
、
必

要
と

認
め

ら
れ

る
場

合
は

、
地

域
の

実
情
に

応
じ

て
、

地
域

団
体

の
代

表
者

、

ス
ポ

ー
ツ

推
進
委

員
、
学

校
関

係
者

等
を

構
成
員

と
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

 

４
 
運

営
委

員
会

は
、

開
放
学

校
施
設

の
使

用
に

つ
い

て
当
該

学
校
と

十
分

に
協

議
を
行

う
と

と
と

も
に
、

管
理
責

任
者

の
指

示
を

受
け
、

次
に

掲
げ
る

事
務
を

処
理
す

る
。

 

⑴
～

⑷
 

略
 

 

（
管

理
指

導
員
の

設
置
）

 

第
１
１

条
 
運

営
委
員

会
に
管

理
指
導

員
を
置

く
こ

と
が

で
き

る
。

 

２
 
管

理
指
導

員
は
、

教
育
長

が
委
嘱

す
る
。

 

２
 
管

理
指

導
員

は
、

管
理
責

任
者
の

指
示

を
受

け
、

開
放

学
校

施
設

及
び

設
備

の
管
理

並
び

に
利

用
者
の

指
導
に

当
た

る
。

 

 

（
開

放
学

校
施
設

の
利
用

者
）

 

第
１
２

条
 

開
放

学
校

施
設

を
利

用
で

き
る

者
は

、
当

該
開
放

学
校
施

設
を

ス
ポ

ー
ツ
又

は
レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

の
場

と
し

て
利

用
す

る
こ
と

を
目

的
と

し
、

そ
の

過
半

数
が
、

市
内
に

在
住

し
、

在
勤

し
、

又
は

在
学

す
る

者
に
よ

り
構

成
さ

れ
、

か
つ

、
当

該
団

体

に
監
督

者
と

し
て

の
成

人
が

含
ま

れ
た

団
体

で
次
条

に
規

定
す

る
教

育
長

の
登

録
を
受

け
た

も
の

に
所
属

し
て
い

る
者

と
す

る
。

 

２
 
団

体
の

代
表

者
は

、
会

場
責

任
者

と
し

て
次

に
掲

げ
る
業

務
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

⑴
 

開
放

学
校
施

設
を
利

用
す

る
者

の
安

全
確
保

 

（
運

営
委

員
会
の

設
置
）

 

第
１
０

条
 

開
放

校
に

開
放
学

校
施

設
運

営
委

員
会

(
以

下
「

運
営
委

員
会

」
と

い
う

。
)

を
置

く
。

 

２
 
運

営
委

員
会

は
、

地
域

団
体

の
代

表
者

、
利
用

団
体

の
代

表
者
、

ス
ポ

ー
ツ
推

進
委

員
、

学
校

関
係
者

に
よ
り

構
成

す
る

も
の

と
す
る

。
 

 ３
ま
た

、
円

滑
か

つ
効

果
的

な
運

営
を

図
る

た
め

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

、
地

域
団
体

の
代

表
者

、
ス

ポ
ー

ツ
推

進
委

員
、

学
校

関
係

者
等

を
構

成
員

と
し

て
加

え
る

こ
と

が

で
き

る
も

の
と
す

る
。
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

３
 
運

営
委

員
会

は
、

開
放

学
校

施
設

の
使

用
に
つ

い
て

当
該

学
校
と

十
分

に
協
議

を
行

う
と

と
と

も
に
、

管
理
責

任
者

の
指

示
を

受
け
、

次
に

掲
げ
る

事
務
を

処
理
す

る
。

 

⑴
～

⑷
 

略
 

 （
管

理
指

導
員
の

設
置
）

 

第
１
１

条
 
開

放
校
に

管
理
指

導
員
を

置
く

こ
と

が
で
き

る
。

 

２
 
管

理
指
導

員
は
、

教
育
長

が
委
嘱

す
る
。

 

３
 
管

理
指

導
員

は
、

教
育

長
の

指
示

を
受

け
、

開
放

学
校

施
設

及
び

設
備

の
管

理
並
び

に
利

用
者

の
指
導

に
当
た

る
。

 

 

（
利

用
者

の
範
囲

）
 

第
１
２

条
 

開
放

学
校

施
設

の
利

用
許

可
は

、
そ
の

過
半

数
が

、
市

内
に

在
住

し
、

在
勤

し
、

又
は

在
学

す
る

者
に

よ
り

構
成

さ
れ

た
団

体
で

教
育

長
の

登
録

を
受

け
た

も
の

が

、
当

該
開

放
学

校
施

設
を

ス
ポ

ー
ツ

又
は

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

の
場

と
し

て
利

用
す

る

場
合

に
行

う
も
の

と
す
る

。
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⑵
 

開
放

学
校
施

設
の
点

検
、

操
作

及
び

施
錠

 

⑶
 

そ
の

他
管
理

責
任
者

の
指

示
す

る
業

務
 

 

（
開

放
学

校
施
設

の
利
用

手
続

）
 

第
１
３

条
 

利
用

団
体

は
、

所
定

の
申

請
方

法
に

よ
り

教
育
長

の
登
録

を
受

け
な

け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 
利

用
団

体
は

、
開

放
学

校
施

設
を

利
用

し
よ

う
と

す
る
と

き
は

、
運

営
委

員
会

を
経

由
し
て

利
用

の
調

整
を

行
い

、
あ

ら
か

じ
め

開
放
学

校
施

設
利

用
許

可
申

請
書

（
様

式

第
３

号
）

に
よ
り

教
育
長

の
許

可
を

受
け

な
け
れ

ば
な

ら
な
い

。
 

３
 
教

育
長

は
、

前
項

の
許

可
を

す
る

場
合

に
は

、
開

放
学
校

施
設

利
用

許
可

書
（

様
式

第
４
号

）
を

運
営

委
員

会
を

経
由

し
て

交
付

す
る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て

、
教

育
長

は
開
放

学
校
施

設
の

利
用

に
つ

い
て
条

件
を

付
す
る

こ
と
が

で
き
る

。
 

   

 

（
開

放
学

校
施
設

の
利
用

の
停

止
等

）
 

第
１
４

条
 

教
育

長
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す
る

場
合
は

、
開

放
学

校
施
設

の
利

用
登

録
（

第
１

３
条

第
１

項
に

規
定

す
る

登
録

。
以

下
こ

の
条
に

お
い

て
同
じ

。

）
及

び
利

用
許
可

を
取
り

消
し

、
又

は
利

用
の

停
止
を

命
ず
る

こ
と
が

で
き
る

。
 

 
 
⑴
 

利
用

登
録
の
申

請
内

容
と
異

な
る
利

用
を
し

て
い
る

場
合

 

⑵
 

略
 

⑶
 

教
育

長
又
は

管
理
責

任
者

の
指
示
に

従
わ
な

い
場
合

 

⑷
 

略
 

 

（
利

用
者

又
は
使

用
者
の

賠
償

責
任

）
 

第
１
５

条
 

利
用

者
又

は
使

用
者

は
、

有
料

学
校

施
設

若
し
く

は
開
放

学
校

施
設

又
は
こ

れ
ら
の

設
備

を
汚

損
し

、
損

傷
し

、
又

は
滅

失
し
た

と
き

は
、

速
や

か
に

管
理

責
任

者

又
は

管
理

指
導
員

に
そ
の

旨
を

届
け

出
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。

 

２
 
利

用
者

又
は

使
用

者
は

、
故

意
又

は
重

大
な

過
失

に
よ

り
有

料
学

校
施

設
若

し
く
は

開
放
学

校
施

設
又

は
こ

れ
ら

の
設

備
を

汚
損

し
、
損

傷
し

、
又

は
滅

失
し

た
と

き
は

、

損
害

賠
償

の
責
め

を
負
う

も
の

と
す

る
。

 

  

   

（
開

放
学

校
施
設

の
利
用

手
続

）
 

第
１
３

条
 

開
放

学
校

施
設

を
利

用
し

よ
う

と
す
る

団
体

は
、

あ
ら

か
じ

め
運

営
委

員
会

を
経

由
し

て
、

開
放

学
校

施
設

利
用

団
体

登
録

申
請

書
(
様

式
第

３
号

)
に

よ
り

教
育

長

の
登

録
を

受
け

、
開

放
学

校
施

設
利

用
登

録
証

(
様

式
第

４
号
)
の

交
付

を
受

け
な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 
運

営
委

員
会

は
、

前
項

の
利

用
の

申
込

み
が

あ
っ

た
と

き
は

、
利

用
の

調
整

を
行
い

、
利

用
予
定

日
の
属

す
る
月

の
前
々

月
ま

で
に
開

放
学
校

施
設

利
用

許
可

申
請
書

(
様

式

第
５

号
)
に

よ
り
教

育
長
の
許

可
を
受

け
な
け

れ
ば
な

ら
な
い

。
 

３
 
教

育
長
は

、
前

項
の

許
可

を
す

る
場

合
に
は
、
開

放
学

校
施
設
利

用
許
可

書
(
様

式
第

６
号

)
を
運

営
委
員

会
に
交
付

す
る
も

の
と
す

る
。
こ
の

場
合

に
お
い
て

、
教
育
長

は
開

放
学

校
施

設
の
利

用
に
つ

い
て

条
件

を
付

す
る
こ

と
が
で

き
る

。
 

４
 
開

放
学
校

施
設
利

用
登
録

証
の
有

効
期
間

は
、

２
年

以
内

で
教
育
長

が
別
に

定
め
る

。
 

 

（
開

放
学

校
施
設

の
利
用

の
停

止
等

）
 

第
１
４

条
 

教
育

長
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か
に

該
当

す
る

場
合

は
、

開
放

学
校

施
設

の
利

用
登

録
（

第
１

３
条

第
１

項
に

規
定

す
る

登
録

。
以

下
こ

の
条
に

お
い

て
同
じ

。

）
及

び
利

用
許
可

を
取
り

消
し

、
又

は
利

用
の
停

止
を
命

ず
る

こ
と
が

で
き
る

。
 

 
 
⑴
 

利
用

の
目
的

と
異
な

る
利
用

を
し
て

い
る
場

合
 

⑵
 

略
 

⑶
 

教
育

長
又
は

管
理
指

導
員

の
指
示

に
従
わ

な
い
場

合
 

⑷
 

略
 

 

（
利

用
者

又
は
使

用
者
の

賠
償

責
任

）
 

第
１
５

条
 

利
用

者
又

は
使

用
者

は
、

有
料

学
校
施

設
若

し
く

は
開

放
学

校
施

設
又

は
こ

れ
ら

の
設

備
を

汚
損

し
、

損
傷

し
、

又
は

滅
失

し
た

と
き

は
、

速
や

か
に

管
理

責
任

者

又
は

管
理

指
導
員

に
そ
の

旨
を

届
け

出
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。

 

２
 
利

用
者

又
は

使
用

者
は

、
故

意
又

は
重

大
な

過
失

に
よ

り
有

料
学

校
施

設
若

し
く
は

開
放

学
校

施
設

又
は

こ
れ

ら
の

設
備

を
汚

損
し

、
損

傷
し

、
又

は
滅

失
し

た
と

き
は

、

損
害

賠
償

の
責
め

を
負
う

も
の

と
す

る
。
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10 

                                  
 



 

 

11 

 

 



 

 

12 

                                  
 



 

 

13 

様
式
第
５

号
（

第
１
３

条
関
係

）
 
削

除
 

                                 
 



 

 

14 

様
式
第
６

号
（
第

１
３
条

関
係

）
 
削

除
 

                              

 

 
 

 



 

議案第６３号  

 

 

 

川越市立小・中学校管理規則の一部を改

正する規則を定めることについて  

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校管理課）  
 
 
 



１ 
 

   川越市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則を  
定めることについて  

 
１ 改正の概要  

フレックスタイム制度が導入されたことに伴い、「週休日の  
ほかに設ける勤務を割り振らない日」に係る規定の整備をしよ  
うとするものです。  

 
２ 改正の内容  
 ⑴  単位期間開始日から１週間ごとに１日を限度に週休日以

外に勤務時間を割り振らない日を設けることができるよう

に変更されたことに伴い、校長が定めるものとして、「週休

日のほかに設ける勤務を割り振らない日」を追加しようとす

るものです。  
 ⑵  単位期間開始日から１週間ごとに１日を限度に週休日以

外に勤務時間を割り振らない日を設けることができるよう

に変更されたことに伴い、校長が行うものとして、「週休日

のほかに設ける勤務を割り振らない日」の振替を追加しよう

とするものです。  
 
３ 施行日について  

この規則は、令和８年３月１日から施行しようとするもの  
です。  



2 
 

   川越市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則 

川越市立小・中学校管理規則（昭和３３年教育委員会規則第１０

号）の一部を次のように改正する。  

第２０条第１項中「週休日」を「学校職員の勤務時間、休暇等に

関する条例（平成７年埼玉県条例第２８号。以下「条例」という。）

第４条及び第５条第１項の規定に基づく週休日、週休日のほかに設

ける勤務時間を割り振らない日」に改め、同条第２項中「学校職員

の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例第２８号。

以下「条例」という。）第６条」を「条例第６条第１項（同条第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）」に改め、「週休日」

の次に「又は週休日のほかに設ける勤務時間を割り振らない日」を

加える。  

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 

3 

議
案

第
６

３
号

 
 

 
 

川
越

市
立

小
・

中
学

校
管

理
規

則
の

一
部

を
改

正
す

る
規

則
新

旧
対

照
 

 

改
 

 
 
 

 
正
 

 
 
 

 
案

 
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
行

 

 
 
（
勤
務

時
間
の

割
振
り

等
）
 

 
第

２
０

条
 

職
員

の
学

校
職

員
の

勤
務

時
間

、
休

暇
等

に
関

す
る

条
例

（
平

成
７

年
埼

玉
県

条
例

第
２

８
号

。
以

下
「
条

例
」

と
い

う
。

）
第

４
条

及
び

第
５

条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
く

週
休

日
、
週

休
日

の
ほ

か
に

設
け

る
勤

務
時

間
を

割

り
振

ら
な

い
日

及
び

勤
務

時
間

の
割
振

り
は

、
学

校
運

営
の

必
要

に
応

じ
て

校

長
が

定
め
る

。
 

 
２

 
条

例
第

６
条

第
１

項
（

同
条

第
２
項

に
お

い
て

読
み

替
え

て
準

用
す

る
場

合

を
含

む
。

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
の

規
定

に
基

づ
く

週
休

日
又

は
週

休
日

の
ほ

か
に

設
け

る
勤

務
時

間
を
割

り
振

ら
な

い
日

の
振

替
及

び
半

日
勤

務

時
間

の
割
振

り
変
更

は
、
校

長
が
行

う
。
 

 

 

 
 

（
勤
務

時
間
の

割
振
り
等

）
 

 
第

２
０

条
 

職
員

の
週

休
日
員

の
勤

務
時
間

、
休

暇
等

に
関

す
る

条
例

（
平
成

７

年
埼

玉
県

条
例

第
２
８

号
。

以
下

「
条
例

」
と
い

う
。
）

第
４

条
及

び
第
５

条

第
１

項
の

規
定

に
基
づ

く
週

休
日

、
週
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日
の
ほ

か
に
設

け
る

勤
務
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間
を
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り
振

ら
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い
日
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び
勤

務
時
間

の
割

振
り

は
、

学
校

運
営

の
必

要
に

応
じ
て

校

長
が

定
め
る

。
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学
校

職
員
の

勤
務
時
間

、
休
暇

等
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す
る
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例
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平
成

7
年

埼
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県
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例
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。
以

下
「
条
例
」
と
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う
。

)
第
６
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の
規

定
に
基

づ
く
週

休
日
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

の
振

替
及

び
半

日
勤

務

時
間

の
割
振

り
変
更
は
、
校
長
が
行
う
。
 

 

 
 

  
 

 



 

議案第６４号  

 

 

 

川 越 市 立 学 校 職 員 服 務 規 程 の 一 部 を 改

正する規程を定めることについて  

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校管理課）  
 
 
 



１ 
 

   川越市立学校職員服務規程の一部を改正する規程を  
定めることについて  

 
１ 改正の概要  

フレックスタイム制度が導入されたことに伴い、病気休暇に  
おける要勤務日の算定に係る規定の整備をしようとするもの  
です。  

 
２ 改正の内容  

単位期間開始日から１週間ごとに１日を限度に週休日以外  
に勤務時間を割り振らない日を設けることができるように変  
更されたことに伴い、承認に当たり医師の証明書等が必要な連  
続する８日以上の期間の病気休暇において、要勤務日を算定す  
る際に「週休日のほかに設ける勤務時間を割り振らない日」を  
除外する期間に加えようとするものです。  

 
３ 施行日について  

この規則は、令和８年４月１日から施行しようとするもの  
です。  



2 
 

   川越市立学校服務規程の一部を改正する規程 

川越市立学校服務規程（昭和３３年教育委員会規程第４号）の一

部を次のように改正する。  

第１０条第５項第１号中「週休日、」の次に「週休日のほかに設

ける勤務時間を割り振らない日、」を加える。  

   附 則 

 この規程は、令和８年４月１日から施行する。 
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議
案

第
６

４
号

 
 

 
 

川
越

市
立

学
校

職
員

服
務

規
程

の
一

部
を

改
正

す
る

規
程

新
旧

対
照

 
 

改
 

 
 
 

 
正
 

 
 
 

 
案

 
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
行

 

 
 
（
休
暇

）
 

 
第
１
０
条

 
１
～

４
 
略
 

 
５
 
職
員

が
、
次

に
掲
げ

る
病
気

休
暇
の

承
認
を

受
け
よ

う
と

す
る

と
き

は
、
前

項
 

の
規

定
に
よ

る
願
い

出
の
際

、
医
師

の
証
明

書
そ
の

他
勤
務

し
な

い
事

由
を

十
分

に
明

ら
か
に

す
る
証

明
書
類

を
添
え

な
け
れ

ば
な
ら

な
い
。
 

 
 
⑴
 
連

続
す
る

８
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上
の
期

間
の
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暇
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当
該
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第
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０
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要
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務
日
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う
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日
数
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３
日

以
下
で

あ
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も

の
を
除

く
。
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⑵
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１

１
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暇

）
 

 
第

１
０
条

 
１
～

４
 
略
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職
員

が
、
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掲
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る
病
気
休
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承
認
を
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け
よ
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と
す
る

と
き

は
、
前
項

の
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定
に
よ

る
願
い
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際
、
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師
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。
 

 
 

⑴
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暇
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、
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間
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日
（
勤
務
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間
等

規
則
第

１
０
条
第
１
項
に
規
定
す
る

時
間
外

勤

務
代

休
時
間
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校
職
員
の
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日
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び
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日
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（
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「
要
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日
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あ
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も
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く
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⑵
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６
～

１
１
 

略
 

  

 
 

 
 

 



 

報告事項⑴  

 

 

 

第三次川越市特定事業主行動計画（前期

計画）の策定について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課）  
 



主な変更点について 

1 
 

次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画 

 

・計画期間 令和２年度から令和７年度 ⇒ 令和８年度から令和１２年度 

 

・男性の育児休業に関する目標 

「男性職員の育児休業の取得率１５％以上」から「男性職員の２週間以上の育児休業取

得率８５％以上」に変更しました。 

 

・時間外勤務時間数に関する目標 

 「各職員の時間外勤務時間数を１箇月につき４５時間以下、１年につき３６０時間以下

とする」から「全ての職員の時間外勤務時間数を１箇月につき４５時間以下、１年につき

３６０時間以下とするとともに、職員一人あたりの年間の時間外勤務時間数を１２０時間

以下にする」に変更しました。 

 

・定時退庁を促進するための取組 

 「毎月５・１５・２５日を一斉退庁日とする「５（GO）」ホームデー」」から「毎月

３・１３・２３日を家族や自分に感謝して定時退庁を促す「３（サン）クスデー」」に変

更しました。 

 

・年次有給休暇の取得促進のための取組 

 誕生日や記念日等に年次有給休暇を取得することを推奨する取組の名称を「メモリアル

休暇制度」から「わたしの Anniversary デー」に変更しました。 

 

・子育て休暇の取得促進のための取組 

 子どもの看護や学校行事等の参加の場合だけでなく、感染症に伴う学級閉鎖等の場合に

も休暇の取得を促進することについて追記しました。 

 

・仕事と生活の調和の推進のための取組 

 テレワーク制度を周知し、仕事と子育ての両立を支援することについて追加しました。 

 

・子ども・子育てに関する支援を広げるための取組 

 「不妊治療を受けやすい職場環境の醸成」を追加しました。 



 

第三次川越市特定事業主行動計画 

         （前期計画） 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１月 川越市 

 

次世代育成支援のプログラムⅤ 

～仕事と子育ての両立推進～ 



 

目   次 

 

 

 

１ はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

２ 第二次特定事業主行動計画の後期計画における状況 ・・・  ３ 

 

３ プログラムの対象及び期間 ・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

 

４ プログラムの実施に当たって ・・・・・・・・・・・・・  ４ 

 

５ 実施状況の把握・点検及び公表 ・・・・・・・・・・・・  ５ 

 

６ 目標の設定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

 

７ 具体的な取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

 ⑴ 子育てに対する理解と共感を深めるために ・・・・・・  ９ 

 ⑵ 子育てしやすい職場環境の整備のために ・・・・・・・ １０ 

 ⑶ 仕事と生活の調和を推進するために ・・・・・・・・・ １５ 

 ⑷ こども・子育てに関する支援を広げるために ・・・・・ １９ 

 

８ おわりに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

 

 

 

 

 



 

 - 1 - 

次世代育成支援のプログラムⅤ 

～仕事と子育ての両立推進～ 

 

 

１ はじめに 

次世代育成支援を迅速かつ重点的に推進するため、平成１５年７月に「次

世代育成支援対策推進法」が策定されました。この法律において、地方公共

団体の機関は、職員を雇用する事業主の立場として、職員の仕事と子育ての

両立を支援するための行動計画を策定することとされています。 

本市においても、この法律に基づき、平成１７年度に特定事業主行動計画

を策定し、次世代育成支援対策の推進を図ってきたところですが、令和７年

度末をもって第二次川越市特定事業主行動計画（後期計画）「次世代育成支

援のプログラムⅣ」が終了します。 

令和７年度までの２１年間において、研修等を通じて行動計画の周知を行い、

また、休暇等ハンドブックを全ての職員へ配布するなど、休暇制度等の周知に

努めるとともに、各所属に配置されたプログラム推進員の協力のもと、子育て

中の職員に対する理解の促進と職場環境の整備に努めてきました。その結果、

男性の育児休業や、配偶者の出産に関する休暇の取得率は大幅に上昇しました。

一方、年次有給休暇の取得率や、時間外勤務時間数が基準を超えた職員数等に

ついては、依然として目標を達成することができていません。 

国においても、令和５年６月に閣議決定された「こども未来戦略方針」にお

いて、男性の育児休業に係る政府目標が引き上げられ、また、令和６年５月に

は「次世代育成支援対策推進法」が改正され、事業主に計画策定時の状況把握

や、数値目標の設定が義務付けられることとなりました。 

このような状況を踏まえ、本市においても、これまでの計画内容について

必要な見直しを行い、令和８年度から令和１２年度までの５年間を計画期間

とする新たな行動計画として第三次川越市特定事業主行動計画（前期計画）

「次世代育成支援のプログラムⅤ」を策定しました。 
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新たな行動計画においては、職員の仕事と子育ての両立支援を一層推進す

るために、男性の育児参加や均衡のとれたワークライフバランスの実現に配

慮して、職員の意識改革、職場環境の整備について継続して取組んでいきま

す。 

この計画の実施を通じて、職員の皆さん一人ひとりが次世代育成支援に対

する理解を深め、お互いに協力し合うことで、仕事と子育てを両立できるよ

うな職場環境を作っていきましょう。 

   

令和８年１月 

 

 

 

川 越 市 長 

川 越 市 議 会 議 長 

川越市選挙管理委員会 

川 越 市 代 表 監 査 委 員 

川 越 市 教 育 委 員 会 

川 越 市 農 業 委 員 会 

川越市上下水道事業管理者 
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２ 第二次川越市特定事業主行動計画（後期計画）における状況 

（１）実施状況推移 

目標 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

出産補助休暇の取得率 

１００％ 
８９．５％ ９３．３％ ９１．５％ ９４．３％ １００％ 

男性の育児参加休暇の取得率 

１００％ 
６５．８％ ８２．２％ ８７．２％ ７４．３％ ８８．９％ 

男性職員の育児休業の取得率 

１５％以上 
１８．４％ ３１．１％ ４６．８％ ６２．９％ ８２．２％ 

女性職員の育児休業の取得率 

１００％ 
１００％ ９７．３％ １００％ １００％ １００％ 

年次有給休暇の取得日数 

１５日以上（１人当たり平均） 
１３．２日 １３．９日 １３．６日 １４．９日 １４．５日 

時間外勤務時間数が 

１箇月で４５時間を超えた職員数 
４２９人 ５３８人 ４４３人 ３４５人 ３３６人 

時間外勤務時間数が 

１年で３６０時間を超えた職員数 
２９１人 ２９２人 ２７８人 ２２０人 ２０９人 

 

（２）現状 

 第二次川越市特定事業主行動計画（後期計画）で設定した目標のうち、出産

補助休暇並びに男性職員及び女性職員の育児休業取得率は、令和６年度におい

て達成できている状況です。 

一方、男性の育児参加休暇の取得率は、増加傾向にあるものの、目標値には

届きませんでした。 

 時間外勤務時間数が１箇月で４５時間を超えた職員数及び１年で３６０時間

を超えた職員数については、減少傾向にあるものの、未だ２００人を超えてい

ます。市民のニーズが多様化・高度化する中で職員一人ひとりにかかる業務の

負担が増加しており、目標の達成は非常に厳しい状況にあります。




